
1 特別職

区分

長

補正後

職員数

(人)

等

議

その他の
特別職

員

報 酬

(千円)

2

斗

43

長

給

補正前

給

2,028

等

料

(千円)

議

400,216

2,073

与

給

その他の
特別職

期末手当(千円)

年間支給率明分)

員

236,970

26,328

費

2

637,186

量十

明

43

与

長

地域

16,008

比較

10,499
3.30

2,050

等

細

議

400,220

42,336

140,288

3.30

手当

(千円)

2,095

その他の
特別職

員

寒冷地手当

(千円)

245,160

26,330

費

6,384
3.30

645,380

暑十

157,171

その他の手当

(千円)

16,010

10,500

3.30

△ 22

140

42,340

140,290
3.30

△ 22

△4

△ 8,190

6,400

3.30

△2

斗

102

△ 8,194

(千円)

157,190

242

36,967

△2

△1

済費
(千円)

140

540,504

△4

△2

259,464

3,760

△ 16

・十

(千円)

120

836,935

53,100

△ 19

備

260

40,727

36,970

2,470

考

593,604

540,510

59,330

261,934

267,690

3,800

△ 18

896,265

845,170

53,100

△ 18

40,フ70

2,520

△3

593,610

59,420

△6

270,210

△ 8,226

△ 40

904,590

△ 8,235

△ 43

△ 50

△ 90

△6

△ 8,276

△ 8,325

合共

書



2 般 職

括

区

補

/J

正

職

補

後

正

数
(人)

比

(219)
18,665

^

報

備考 0 内は短時間勤務職員の数を外書きしたものである。
゛、ノ、

職員手当の内訳

給

(223)
18,フ71

酬

(千円)

区

(△ 4)
△ 106

3,973,011

扶養手当

給

刀

4,290,380

住居手当

補

与

△ 317,369

正

地域手当

1,513,452

68,091,393

後

職員手当
(千円)

初任給調整手
当

補

68,614,490

△ 5,980

873,814

正

特殊勤務手当

1,529,490

△ 523,097

0^、

月1」

47,054,016

67,725

費

比

特地勤務手当

875,120

47,フ74,230

43,603

へき地手当

△ 16,038

72,200

663,238

(千円)

較

△ 720,214

119, H8,420

定時制通信教
育手当

区

△ 1,306

43,460

10,415

産業教育手当

120,679,100

済費
(千円)

842,520

△ 4,475

ノ＼

26,830

△ 1,560,680

時間外勤務手
当

補

22,928,988

10,150

59,102

正

夜間勤務手当

143

△ 179,282

136,080

後

23,562,600

27,920

期末手当

補

・十

(千円)

3,894,363

△ 633,612

58,160

正

142,047,408

勤勉手当

265

138,820

^

124,065

目1」

△ 1,090

144,241,700

備

比

寒冷地手当

3,688,390

15,393,392

△ 2,194,292

宿日直手当

11,709,515

942

137,970

△ 2,740

較

15,622,870

通勤手当

区

205,973

741,682

管理職手当

11,807,230

考

△ 13,905

418,503

農林漁、業普及
指導手当

補

△ 229,478

1,506,934

739,150

正

災害派遣手当

△ 97,715

949,187

443,980

後

退職手当

補

1,520,010

28,407

正

2,532

義務教育等教
員特別手当

950,160

^

△ 25,47フ

(単位:千円)

月1」 比

単身赴任手当

8,209,254

△ 13,076

28,950

管理職員特別
勤務手当

550,999

較

△ 973

8,538,410

128,336

△ 543

554,370

5,120

△ 329,156

133,800

△ 3,371

11,100

△ 5,464

合共十三
口

分

料
円千( )

員

総)1(

較



( 2 )

区

給料及び職員手当の増減額の明細

給

刀

職員手当

増

料

減
(千

△ 523,097

額
円)

△ 720,214

職員の変動等に係る増減分

増減事由別内訳(千円)

1時間外勤務手当の増減分

2 退職手当の増減分

3その他の増減分

△ 523,097

205,973

△ 329,156

説

職員の変動等による減

△ 597,031

時間外勤務の増

自己都合退職者の減等による

減

職員の変動等による減

明 備 考



(3)給料及び職員手

ア職員 1 人当た

区

令和 6年1月1日

の状況

給与

令和 5年11月1日

平均給料月額(円)

備考上記数値は、

イ初任給

平均給与月額(円)

平均年齢(歳)

ノ＼

平均給料月額(円)

区

平均給与月額(円)

イ丁

短時間勤務職員を除いたものである。

平均年齢(歳)

大

政

校

刀

職

334,034

卒

396,538

区

卒

/、

行政職(円)

^

44.2

331,007

職

大

334,534

402,431

刀

校

460,273

168,300

教育職(1)

卒

44.0

199,100

卒

39.8

公安職(円)

330,115

行政職(円)

393,834

453,058

435,795

国

教育職(2)

39.6

190,200

166,600

47.11

390,235

228,000

196,200

教育職 a)(円)

372,035

公安職(円)

433,917

404,241

技能労務職

47.9

44.フ

の

367,704

179,000

191,800

335,327

401,196

223,100

227,600

教育職(2)(円)

369,825

教育職(1)(円)

44.5

54.2

334,349

369,066

179,100

制

223,100

技能労務職(円)

54.0

教育職(2)(円)

163,700

度

技能労務職(円)

164,000

当
り

学

高

学

高



ウ 級別職員数

区 /J

令和 6 年

イ丁

級

1

1

月

級

職員数(人)

2

1

政

級

日

3 級

4

684

級

職

5

構成比(%)

390

級

6

25 )
フ 75

級

7

令和 5年11月

級

8

16.8

837

級

D
872

9

( 96.2)
19.0

/、

9.6

級

級

316

1

1

120

級

20.6

職員数(人)

級

2

57

3.8)
21.4

2

1」,,

級

( 2田
4,069

1

級

18

3

日

3

フ.8

級

4

級

4

223、

3.0

級

685

級

5

構成比(%)

職

1.4

5

399

級

6

390

(100.0)
100.0

0.4

級

6

級

7

25 )
フ 74

468

級

7

級

11.3

8

503

級

8

16.8

837

級

9

級

20.2

9

1)
872

258

教

級

級

( 96.2)
19.0

9.6

級

35

23.フ

1

317

斗

1

級

69

25.4

120

職員数(人)

級

2

20.6

13

2

級

57

3.8)
21.4

13.0

級

3

( 2田
4,070

8

1,976

18

3

職

級

1.8

4

級

フ.8

( 28)
2,252

4

65

3.5

級

224

級

3.0

構成比(%)

( 1 )

0.フ

5

1.4

399

0.4

級

6

(100.0)
100.0

0.4

106

100.0

級

7

468

( 100.0 )
90.9

2.6

54

級

8

11.3

503

級

9

20.2

258

級

曇十

4.3

35

23.フ

1

2.2

級

69

25.4

2

13

( 28)
2,47フ

級

13.0

3

8

1,97フ

級

1.8

4

( 28)
2,253

65

3.5

級

0.フ

(100.の
100.0

0.4

106

100.0

.ノ

(100.の
90.9

2.6

54

・十

4.3

2.2

( 28)
2,478

aoo.の
100.0

育

十二
而計計



区 刀

令和 6 年

教

1

級

月

1

1

級

職員数(人)

日

2

特 2 級

級

職

令和 5年11月

3

( 2 )

( 164)
4,872

構成比(%)

級

4 級

備考(

(級別

・十

19

aoo.0)
87.8

347

1

技

1

級

級

309

日

( 164)
5,547

2

)内は短時間勤務職員の数を外書きしたものである。

の基準となる職務)

区

ムヒ

1

特 2 級

級

0.3

級

職員数(人)

2

/J

6.3

行政職

3

( 16田
4,874

級

3

級

5.6

務

aoo.0)
100.0

4

級

4

級

1

構成比(%)

4

職

級

r

級

19

D
57

(100.0)
87.8

347

338

.

斗

2

309

( 166)
5,549

0.9

(100.0)
13.2

主任主事
.

主任技師

1

級

34

0.3

級

2

6.3

78.1

1)
433

3

級

3

5.6

(100.の
100.0

級

級

フ.8

4

係

4

級

aoo.0)
100.0

4

D
57

長

級

338

、

0.9

(100.の
13.2

34

5 級

課長補佐

78.1

D
433

6

フ.8

級

aoo.0)
100.0

長

7 級

主管課長

8 級

部次長

9 級

部 長

労育

計

課

名
す
査

務
冠
主

業
を
る

計

事
師

主
技



;1二 昇給

区

職

補

に係

員

正

る

号

後

職

数

給

/J

数

数

( A )

( B )

別

1 号給(人)

(人)

比

内

2 号給(人)

(人)

職

3 号給(人)

補

率

昇給

4 号給(人)

14,495

5 号給(人)

11,027

正

イテ

( B )/( A )

6 号給(人)

係

7 号給(人)

政

433

る

号

8 号給(人)

^

231

職

職

代

4,067

数

給

549

8,172

3,196

/、

数

数

( A )

表

(%)

( B )

安

別

162

1,588

6

備考

1 号給(人)

(人)

比

122

職

内

2 号給(人)

(人)

1,976

145

的

上記数値は、短時間勤務職員を除いたものである。

2,226

3 号給(人)

1,701

教育職(1)

47

76.1

4 号給(人)

14,507

な

5 号給(人)

34

4

1 1,451

510

( B )/( A )

6 号給(人)

19

2,47フ

7 号給(人)

56

620

1,218

職

1,788

教育職(2)

27

8 号給(人)

78.6

198

4,070

557

45

フ,316

360

3,244

種

22

5,542

(%)

64

1,446

17 フ

2,647

4,067

13

技能労務職

86.1

74

1,97フ

158

134

2,081

208

1,726

1 13

62

78.9

280

433

3,07フ

45

745

275

3

72.2

26

2,478

34

64

1,209

485

1,886

33
〕゛')

79.フ

6

4

93

205

365

3

73.4

26

5,549

65

1,230

4,328

25

17

87.3

281

453

63.5

66

290

433

2,644

19

267

76.1

1,006

24

6

4

41

152

78.0

78

3

61.フ

計合

員

訳

△
口

i

J昇

員

員

こ1

訳

率



オ 期末手当

区 刀

補正後

勤勉手当

補正

支

6月(月分)

国の制度

^

月1」

給

備考

( 1
2

期

(1

2

5)
75

()内は再任用職員の標準的な支給率を示している。

定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

別

力

1

.1

区

支

(1
2

5)

75

1 5 )
.2 0

給

1 2月(月分)

支給率等

( 1

2

国の制度
(支給率等)

20年勤続の者

(月分)

(1

2

0)

75

24

支給率計(月分)

( 1
2

0)
75

支給対象地域

586875

キ

24

地域手当

0)

0

支

(2
4

586875

25年勤続の者

(月分)

支給対象職員数(人)

給

(2

4

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

国の指定基準
く支給率

5)
5

33

3

.4

16

(2

4

5)
5

(%)

27075

東京都

特別区

3 3.2 7 0 7 5

5)
0

に基づ

(%)

35年勤続の者

(月分)

20

有

19

東京都

府中市

47

有

20

7 0 9

16

有

47

備

最

1

横浜市

7 0 9

16

考

限

(月

16

47.709

度

分)

1

大阪市

その他の加算措置等

47

16

16

7 0 9

定年前早期退職

特例措置
(2 %~20%加算)

名古屋市

4

16

定年前早期退職

特例措置
( 2 %~ 45%加算)

15

備

3

仙台市

15

考

6

異動保障

3

3

6

ノ.、ー 20

医療職給料表

(1)適用者

32

3 ノ■、ー 20

16

16

3
4

高

率

3
5

2
2

2
2

2
3

ー
ー

分

率



ク 特殊勤務手当

区

給与総額に対する比率(%)

支給対象職員の比率(%)

(令和 6年1月1日現在)

フJ

代表的な特殊勤務手当の名称

全 職

ケ

種

区

0.フ

その他の手当

扶養手当

刀

31.フ

イ丁

警察職員の特殊勤務手当

特殊業務に従事する教育職員の特殊勤務手当

教育業務に関する連絡指導に従事する教育職員の特殊勤務手当

職業訓練業務に従事する職員の特殊勤務手当

多学年学級を担当する教育職員の特殊勤務手当
」、、、

住居手当

国の制度との異同

政 職

通勤手当

0.3

同じ

8.5

'、

異なる

安

異なる

職

1.フ

ヘ

差

手当の支給対象となる家賃額の下限

79.4

教育職(1)

異

交通用具使用者

自動車等使用者

二輪車等使用者

等

0.8

の

37.4

教育職(2)

内

限度額

限度額

0.5

53,000円(国31,600円)

25,500円(国31,600円)

31.8

14,000円(国16,000円)

技能労務職

0.1

20.3

〕

容


